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３．合併当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

商号 東京エレクトロン デバイス株式会社 パネトロン株式会社 

所在地 神奈川県横浜市神奈川区金港町1番地4 神奈川県横浜市神奈川区金港町1番地4 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 徳重敦之 代表取締役社長 三品俊一 

事業内容 
半導体製品、組み込みソフトウェア、 

一般電子部品、ボード製品の販売等 
半導体等の電子部品の販売等 

資本金 2,495百万円 50百万円 

設立年月日 昭和61年3月 平成20年2月 

発行済株式数 10,445,500株 1,000株 

決算期 3月31日 3月31日 

大株主及び持株比率 

東京エレクトロン㈱ 

東京エレクトロンデバイス社員持株会 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）

資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信託口）

（平成30年3月末現在） 

33.82％

3.85％

2.83％

1.85％

1.75％

東京エレクトロン デバイス㈱ 100.00％

直前事業年度における財政状態及び経営成績（平成30年3月期）※
 

純資産 24,401百万円 595百万円

総資産 86,478百万円 3,908百万円

1株当たり純資産 2,354円83銭 595,278円98銭

売上高 159,841百万円 26,697百万円

営業利益 2,755百万円 606百万円

経常利益 2,637百万円 545百万円

（親会社株主に帰属

する）当期純利益 
1,598百万円 364百万円

1株当たり当期純利益 158円22銭 364,847円39銭

 ※ 直前事業年度における財政状態及び経営成績に関しまして、吸収合併存続会社は連結決算の数値を、吸収合併 

消滅会社は個別決算の数値をそれぞれ記載しております。 

 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更は   

ありません。 

 

 

５．今後の見通し 

完全子会社との合併のため、本合併による当社グループにおける連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 

 


